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1.指摘事項(コメント)りスト

NO 受領日

2020/6/8

審査会合

コメント内容

型式証明の審査範囲を明確に
するために、以下事項につい

て説明すること。

(1-1)輸送容器と輸送荷姿の
仕様・構造・評価上の差異

(1-2)縦置き姿勢で設置する
方法における緩衝体の設置有
無

型式証明での確認事項と設置
(変更)許可段階での確認事項
の整理表を作成すること。

2 2020/6/8

審査会合

3 2020/6/8

審査会合

該当条文

全般

4

17×17燃料と15×15燃料を混

載しないことを申請書に明記の
こと。また、A型とB型を混載で
きること、及び安全評価で厳し
い燃料条件となる理由につい
て説明すること。

木材の健全性評価では、使用
中の他、製造時や保管状態の
影響も併せて説明すること。ま
た、使用中の木材の状態につ

いて確認する方法があれぱ併
せて説明すること。

2020/6/8

審査会合

・(1-1)構造及び安全機能上の輸送容器との差異(P3~P.10)を踏
まえ、「輸送荷姿」として申請している貯蔵方式の分類を「蓋部の金
属部への衝突が生じない設置方法」に適正化し、同設置方法の要
求事項を満足する設計とする。また、本貯蔵方法の名称は、「蓋部
の金属部への衝突が生じない設置方法(横置き)」とする。
・(1-2)各設置方法の概要、及ぴ縦置き姿勢で設置する方法におけ
る緩衝体の有無及び緩衝体の位置づけをP.11に示す。

全般

16条

型式証明での確認事項(説明事項)と設置(変更活午可申請におけ
る確認事項の整理表をP.19~P311こ示す。

@ MITSUBISHI HEA^、1NDUSTRIES, LTD. A11 Rights Reserved

今後回答する。

16条

▲三菱重工

今後回答する。

対応状況

2020/8/6審査会

合で説明。

2020/8/6審査会

合で説明。

未

(今後回答予定)

未

(今後回答予定)

無断複製連云載禁止三菱重工業株式会社



2.指摘事項への回答 2.1指摘事項への回答(NO.1)

指摘事項(NO.1-1)

輸送容器と輸送荷姿の仕様・構造・評価上の差異を説明すること。

(回答)

輸送容器と横置き貯蔵の(1)仕様・構造上の差異及び(2)安全機能上の差異を以下に示す。

構造及び安全機能上の輸送容器との差異を踏まえ、「輸送荷姿」として申請している貯蔵方式の分類を、「蓋部の金属部への衝突が生じない設
置方法」に適正化し、同設置方法の要求事項を満足する設計とする。また、本貯蔵方法の名称は、「蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法
(横置き)(以下「横置き」という。)」とする。

(1)輸送容器と横置きの仕様・構造の差異

①MSF-24P型に収納する使用済燃料の仕様 下部級衝体

伝熱プ¥ン

差異なし "性子症廠材

②MSF-24P型の仕様(質量、寸法、材料、収納体数、最大崩壊熱量) 貯蔵用三歌蓋二吹薑 吹董 痢

ー＼ー＼＼
上部緩衝体＼＼ ＼

＼
、

差異なし
、

ーーーーー＼＼ 、

＼

＼

③MSF-24P型の構造 ら

0
合

差異は以下のとおり。(下表参照) 合

/三次蓋(輸送容器)と貯蔵用三次蓋の構造(P.4・P5参照)

/二次蓋上の圧カセンサ・モニタリングボートカバーの有無(P.6参照 ＼＼
＼_貯蔵架台

横置き住1)項目部位 (巾請笥囲外)

ゴム0りングなし三次蓋シール材

あり二次蓋圧カセンサ

モニタリングボートカバーなし

(注1)横置き以外の設置方法も横置きと同一構造である。
(注2)横置き用の上部緩衝体には

@ MITSUBISHI HEAV、、'!NDUSTR{ES, LTD. A11 Rights Reselved

人三菱重工

、

輸送容器の上部緩衝体に対し、P.4に示す構造上の差異がある。

なし

あり

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社[1^内は商業機密のため、非公開とします。

＼塑

＼、バスケット
＼
＼上部トラニ●ン

＼使朋済燃料集介休

横置き貯蔵

逓し乞三オ:ZP._2.Ξ_、ノ

、
ー



2.1指摘事項への回答(NO.1)

貯蔵用三次蓋(横置き)(迦)の構造

@ MITSUBISHI HEAV、'、1NDUSTRIES, LTD. A11 Rights Reserved

よ、三菱重工

内は商業機密のため、非公開とします。 無断複製連云載禁止三菱重工業株式会社



2.1指摘事項への回答(NO.1)

三次蓋(輸送容器)の構造

@ MITSUBISHI HEAⅥ';NDUSTRIES, LTD. A11 Rlghts Reserved

▲三菱重工

無断複製連云載禁止三菱重工業株式会社[ニニニ]内は商業機密のため、非公開とします。



2.1指摘事項への回答(NO.1)

二次蓋の構造

@ M1丁SUBIS州 HEAⅥ'1NDUSTRIES, LTD. A11 Rights Reserved

よ、三菱重工

内は商業機密のため、非公開とします。 無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社



2.1指摘事項への回答(NO.1)

(2陣兪送容器と横置きの安全機能上の差異

安全機能を担う主な構成部材の差異を下表示す。閉じ込め機能以外は横置き柱わと輸送容器で差異はない。

・閉じ込め機能の差異

/横置きでは、密封境界は一次蓋(金属ガスケット)であり、輸送容器の三次蓋(ゴム0りング)と異なる。

ただし、輸送容器においても、横置きと同様に、一次蓋及び二次蓋には金属ガスケットを用いており、使用済燃料を収納

する空間を負圧とし、一次蓋と二次蓋の蓋間を正圧とする設計方針は同一である。

/閉じ込め機能評価の差異は以下のとおり。

唄宇蔵時:使用済燃料を収納する空間の負圧維持評価(P.9参照)

連兪送時: MSF-24P型蓋部からの放射能放出量評価(一次蓋及び二次蓋のシール機能を保守的に無視)(P.10参照)

輸送容器

バスケット

安全機能他

臨界防止

遮蔽

除熱

横置き柱1)

バスケット

閉じ込め

胴、一次蓋、二次蓋、貯蔵用三次蓋他

バスケット、伝熱フィン、胴、一次蓋、二次蓋、
貯蔵用三次蓋他

貯蔵用三次蓋.ー(シール材なし)
二次蓋.圧力監視境界(金属ガスケット)
一次蓋・密封境界(金属ガスケット)

胴、一次蓋、二次蓋、貯蔵用三次蓋、バスケット他構造強度

@ MITSUBISHI HEAⅥ'1NDUSTRIES, LTD. A11 Rights Reserved

(注1)横置き以外の設置方法も横置きと同じである。

'三菱重工

胴、一次蓋、二次蓋、三次蓋他

バスケット、伝熱フィン、胴、一次蓋、二次蓋、
三次蓋他

三次蓋:密封境界(ゴム0りング)
二次蓋:水密境界(金属ガスケット)
一次蓋:ー(金属ガスケット)

胴、一次蓋、二次蓋、三次蓋、バスケット他

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社



2.1指摘事項への回答(NO.1)

(参考)閉じ込め境界比較図

@ MITSUBISHI HEA^'1NDUSTRIES, LTD. A11 Rights Reserved

人三菱重工

無断複製連云載禁止三菱重工業株式会社[1^内は商業機密のため、非公開とします。



2.1指摘事項への回答(NO.1)

(参考)型式証明における閉じ込め機能評価について

0評価の概要

設計貯蔵期間(60年)中に内部を負圧に維持可能な基準漏洩率を算出(工学式による)し、基準漏洩率よりも漏え
い率の小さい金属ガスケットを用いることを確認する。

@ MITSUBISHI HEAV、、'1NDUSTRIES, LTD. A11 Rights Reserved

項目

人三菱重工

評価燃料

密封境界

内部ガス

17×17燃料及び15×15燃料

胴、一次蓋、

ドレン/ベントバルブカバープレート

へりウムガス(初期充填圧0.08Mpa)
※上記に燃料棒からのFPガスの放出を考慮する

基準漏洩率

設計貯蔵期間経過後に兼用キャスク内部圧力が大
気圧となる漏えい率)

評価項目

貯蔵時

無断複製連云載禁止三菱重工業株式会社[ニニコ内は商業機密のため、非公開とします。



2.1指摘事項への回答(NO.1)

(参考)輸送容器としての閉じ込め機能評価(密封解析)について

0評価の概要

一般の試験条件及び特別の試験条件における密封境界外への放射性物質の漏えい量を算出(工学式による)し、
放射性物質漏えい量の基準を満足することを確認する。

@ MITSUBISHI HEAV、,'!NDUSTRIES, LTD. A11 Rights Reserved

項目

17×17燃料及び15×15燃料評価燃料

胴、三次蓋、
密封境界

リリーフ/Vレブカバープレート

放射性物質
3H /85Kr(ORIGEN2コードにより放射能量を算出)

(FPガス)

放射性物質漏えい量評価項目

3H:A2{直/week3H :A2イ直 X I06/h基準値柱1)
85K":A2値の10倍/week85Kr: A21直 X I0-6/h

(注1)A2値は、個々の放射性核種にっいて定められる放射能量の収納限度に関する基準値
である(3H:40TBq、85Kr:10TBq)。

人三菱重工

一般の試験条件 特別の試験条件

無断複製連云載禁止三菱重工業株式会社[1^内は商業機密のため、非公開とします。



2.1指摘事項への回答(NO.1)

指摘事項(NO.1-2)

縦置き姿勢で設置する方式における緩衝体の設置有無について説明すること。

(回答)
設置方法一覧を下表に示す。横置きでは、上部及び下部に、縦置きでは、上部に緩衝体を設置する。各設置方法の概要をP.12に示す。
また、縦置き②(貯蔵架台で転倒を防止)の安全評価及び審査方針概要をP.13~P.14に示す。縦置き②では、津波荷重、竜巻荷重及び周辺施設の
損壊による重量物落下への安全性向上のために上部緩衝体を設置している。また、各設置方法での想定条件をP.15~P.17に示す。

蓋部の金属部への衝突か生しない設置方去柱D

縦置き①横置き

兼用キャスク

緩衝体
地盤の

状態

兼用キャスクの

基礎等への固定
(注2)

地盤の基礎等に
00

十分な固定しない(aX②③)

支持を
基礎等に想定

しない固定する(④)

地盤の基礎等に

十分な固定しない

支持を
基礎等に想定 .
固定する(⑤)する

(注1)全ての貯蔵方式において、地震による周辺施設の損壊を考慮する。また、縦置き2の分類は、「蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法」から、「基礎等に固定す
る設置方法」に適正化する。

(注2)記号は審査ガイド別表(P.18参照)中の番号に相当する。(注3)兼用キャスクは基礎に固定された貯蔵架台に設置される。

無断複製連云載禁止三菱重工業株式会社

貯蔵架台(置用)
(貯蔵建屋内又は屋外)

@ MITSUBISHI HEA^'1NDUSTR旧S, LTD. A11 Rights ReserYed

(屋外のみ)
地盤

会三菱重工

(屋外のみ)基礎

上部緩衝体

兼用キャスク

貯蔵架台
(縦置き用)

地盤

上部緩衝体

兼用キャスク

貯蔵架台
(縦置き用)

地盤



2.1指摘事項への回答(NO.1)

設置方法の概要

横置さ

緩衝体の装着により蓋部の
金属部への衝突が生じない

1、1 「
ー',ーーーーーー゛
'一亀^ーー.^ー

t___

上部緩衝体

、

下部緩衝体

安全機能を維持す
るための設計方針

項目

縦置き①

緩衝体の装着により蓋部の
金属部への衝突が生じない

地震時

緩衝体により
衝撃力を緩和

地震時
評価

地震力

緩衝体の設置
才緩衝体により兼用キャスクの安全機能が維持されるため、

貯蔵架台は審査範囲外

横置き

評価

方法

、^、^

<地震時>
地震力による兼用キャスクの安全機能の維持確認
(地震力による兼用キャスクの構造健全性の確三翻

<落下・転倒時>
兼用キャスクの安全機能維持の確認
(落下・転倒時の兼用キャスクの構造健全性の確;副

@ MITSUBISHI HEAⅥ'1NDUSTRIES, LTD. A11 Rights Reserved

縦置き②

貯蔵架台により兼用キャスクの転倒を防止

緩衝体により
衝撃力を緩和

地震時

上部緩衝体

▲三菱重工

縦置き① 縦置き②

貯蔵架台の設置仕也盤の十分な支持を前提)
⇔貯蔵架台により兼用キャスクの安全機能が維持される
ため、貯蔵架台を審査範囲に含めている

兼用キャスク告示で定める地震力

<地震時>(P.13参照)
・地震力による兼用キャスクの安全機能の維持確認
1)地震力による兼用キャスクの転伊ルないことの確認
(貯蔵架台の構造健全性の確き翻
2)地震力による兼用キャスクの構造健全性の確認

価
貯蔵架台

/(縦置き用)

貯蔵架台により
転倒を防止

地震時

無断複製連云載禁止三菱重工業株式会社



2.1指摘事項への回答(NO.1)

縦置き②の概要(ν2)

<縦置き②における地震時の兼用キャスクの安全機能維持の確認方法>

評価開始

<兼用キャスク、貯蔵架台仕様>

材料、寸法、形状等

有限要素法又は構造公式による応力算出

貯蔵架台の応力

兼用キャスク告示で

定める地震力

貯蔵架台の

構造強度評価

1)兼用キャスクは

転伊ルない

兼用キャスクの応力

◎ MITSUBISHI HEA^、1NDUSTRIES, LTD. A11 Rights Reserved

兼用キャスクの

構造強度評価

2)兼用キャスクの構造
健全性を確認

兼用キャスクの安全機能は
維持される

▲三菱重工

無断複製連云載禁止三菱重工業株式会社[二Σコ内は商業機密のため、非公開とします。

地震力



2.1指摘事項への回答(NO.1)

縦置き②の概要(2/2)

<縦置き②における貯蔵架台の審査方針について>

聿全性)、縦置き②における地震時の兼用キャスクの安全機能は、1)用キャスクが云到しないこと唄{加台の
及び2)用キャスクの造金声が。'頁ないこと(キャスクの造健全性)の両方示すことで,、、可能となる
(P.13参照)。この点から、兼用キャスクと貯蔵架台は関連性が強いため、セットで審査されるべきと判断し、貯蔵架台
を申請範囲に含めている。

ここで、「原子力発電所敷地内での輸送唄宇蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイド」におい
のき平西には、用キャスク告示にめる地、力適用できることが記載されている(下表参照)。しカロ'、

て、支.音、 ^

たがって、貯蔵架台についても、兼用キャスク告示に定める地震力を適用できると判断している。

これより、用キャスク止示に定める1 玉力に対して、兼用キャスクが転伊1しないこと、すなわち、貯蔵架台の構造健
全性が,.されることで、用キャスクの安全ずが'.できることを示す方針である。

記載内容

(参考 関連規定抜粋)

規定

43.1.1 基本方針【確認内容】
③兼用キャスクを基礎等に固定する場合、兼用キャスク告示第1条に定める加速度による
地震力又は基準地震動による地震力に対して安全機能が維持される設計であること。原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵

兼用乾式キャスクによる使用済燃料
5.1周辺施設の位置付け及び評価の基本方針【確認内容】の貯蔵に関する審査ガイド
(2)支持部、架台及びそれらの基礎の支持性能を期待する場合等は、第6項地震力柱1)1こ
対して機能が維持される設計がなされていること。

(注1)第6項地震力とは、設置許可基準規則第4条第6項に規定する地震力であり、兼用キャスク告示で定める地震力又は基準地
震動による地震力を示す。

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社@ MITSUBISHI HEAⅥ、1NDUSTR旧S, LTD. A" Rlghts Reserved

三菱重工

、^



2.1指摘事項への回答(NO.1)

①蓋部への金衝突が生じない設置方法(横置き)における想定条件

自然現象

貯蔵状態
地震(波及的影響)

鳳尽
八

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

地震

^

1)キャスク落下

@ MITSUBISHI HEAⅥ、1NDUSTRIES, LTD. A11 Rights Reserved

2)重量物落下

人三菱重工

(建屋・クレーン)

3)埋没

外部からの衝撃(竜巻)

(土砂・瓦礫)

■

曳

貯
蔵
場
所
貯
蔵
建
屋
内

＼
＼

屋
外

Ⅱ



2.1指摘事項への回答(NO.1)

②蓋部の金

貯蔵状態

部への衝突が生じない設置方法(縦置き①)1こおける想定条件

自然現象

地震(波及的影響)

(対象外)

^

地震

@ MITSUBISHI HEAV、,'1NDUSTRIES, LTD. A11 R四hts Reserved

1)キャスク落下連云倒

2)重量物落下

人三菱重工

外部からの衝撃(竜巻)

3)埋没

(クレーン)

イ

(土砂)

典

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

貯
蔵
場
所
貯
蔵
建
屋
内
屋
外
＼
＼
＼1



2.1指摘事項への回答(NO.1)

③基礎等に固定する設置方法(縦置き②)1こおける想定条件

自然現象

貯蔵状態
地震(波及的影響)

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

(対象外)

^

地震

@MITSUBIS印 HEAⅥ'1NDUSTRIES, LTD A11Rights Reserved

1)キャスク落下連云倒

(縦置き①と同じ)

2)重量物落下

▲三菱重工

(縦置き①と同じ)

外部からの衝撃(竜巻)

3)埋没

(縦置き①と同じ)

(縦置き①と同じ) (縦置き①と同じ)

貯
蔵
場
所
貯
蔵
建
屋
内
屋
外
＼
＼
＼1



2.1指摘事項への回答(NO.1)

(参考)原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する

設置方法

別表

①輯送荷妾

兼用キャスクの設置方法に応じた評価の例

地磐、基礎、蓋部の金属部兼用キャスク
支持部等の評への衝突評価本体評価
価

②蓋部の金属音号への衝突
ガ注じない設置方法

③蓋部の金属部の働突
が生じる設置方法

@ MITSUBISHI HEAVY INDUSTRIES, LTD. A11 Rjghts Reserved

④基礎等に固定する

備考

⑤基礎等に固定する

▲三菱重工

査ガイド抜粋

*1~*3

0

(加速度)

評価要

評価不要

「6.1 安定性評価の

0
(基駆,也震動)

0
(速度)

0

(加速度)

0

基凖地震動)

本方針」参照

0

仂0速度)

0

仂0速度)

無断複製・転載禁止三菱重工業株式会社

基
礎
等
極
定
号
い

地
竺
里
分
奎
持
蠢
楚
し
な
い

地

畢
分
發
持

葛

0
-



2.2指摘事項への回答(N02)

指摘事項(N02)

型式証明での確認事項と設置(変更)許可段階での確認事項の整理表を作成すること。

(回答)

「設置許可基準規則」の要求事項に対する型式証明の審査範囲及び設置(変更)許可申請で確認する事項をP.20~P24に示す。

また、「原子力発電所敷地内での輸送唄宇蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイド」の要求事項に対する型
式証明での審査範囲(説明事項)及び設置(変更)許可申請で確認する事項をP25~P.31に示す。

上記整理表では、指摘事項NO.1-2への回答で示した貯蔵方式毎に確認事項を示している。

<整理表の記号及び色の説明>

》「0」:対象、「ー」:対象外

型式証明申請書記載事項を明確にした箇所》朱書文字

》緑色塗り「^1.型式証明の範囲とする事項に対して、設置許可(変更)申請において確認する事項

》灰色塗り「^1.型式証明の範囲外事項

》黄色塗り「^1.型式証明の範囲外事項であるが、設置許可(変更)申請において確認する事項(兼用キャスクに係る事項)

@ MITSUBISHI HEA^'1NDUSTRIES, LTD. A" Rights Reserved

▲三菱重工

無断複製連云載禁止三菱重工業株式会社



NO'

第三

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

設計準対

タイトル

設の地 準対設は、次二項の疋により定する地震力(酘計準対設三
象施設のうち、地震の発生によって生ずるおそれがあるその安全機能の喪失
に起因する放射線による公衆への影響の程度が特に大きいもの(以下「耐震
重要施設」という。)及び兼用キャスクにあっては、同条第三項に規定tる
基準地震動による地震力を含む。)が作用した場合においても当該設計基準
対象施設を十分に支持することができる地盤に設けなければならない。ただ
し、兼用キャスクにあっては、地盤により十分に支持されなくてもその安全
機能が損なわれない方法により設けることができるときは、この限りでな
、、

想定する型式証明審査の適用条文

地による

2 耐震重要施設及び兼用キャスクは、変形した場合においてもその安全機能
が損なわれるおそれがない地盤に設けなければならない。

3 耐震重要施設及ぴ兼用キャスクは、変位が生ずるおそれがない地盤に設け
なければならない。ただし、兼用キャスクにあっては、地盤に変位が生じて
もその安全機能が損なわれない方法により設けることができるときは、この
限りでない。

設計基対象設は、地に十に、えることができるものでなけれ1 な
らない。

設置許可基準規則に対する型式証明での確認事項と設置許可時の確認事項の整理(V5)

型式証明・設置許可申請区分

型式証明範囲 設置許可囲

縦置き縦置き縦置き縦置き
横置き 横置き

①②①②

の 止

2 前項の地力は、地の発生によって生ずるおそれがある設計基準対施
設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆への影響の程度に応じて
定しなければならない。

3 耐重要設は、その供用中に当メ耐重要施設に大きな影響を及1 すお
それがある地による加速度によって作用する地力(以下「基準地動に
よる地力」という。)に対して安全機能が損なわれるおそれがないもので
なければならない。
4 耐重要施設は、前項の地の発生によって生ずるおそれがある斜面の崩
壊に対して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

5 炉心内の燃料覆材は、基準地動による地力に対して放射性物の閉
じ込めの機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

6 兼用キャスクは、炊のいずれかの地震力に対して安全機能が損なわれるお
それがないものでなければならない。
兼用キャスクが地力により安全機能を損なうかどうかをその設置される
位置のいかんにかかわらず判断するために用いる合理的な地震力として原子
力規制委員会が別に定めるもの
基準地動による地力

兼用キャスク設
置位置周辺斜面
の離隔確保又は
安定性評価

0

(型式証明申請の範囲外)

0

(型式証明申請の囲外)

(略) MSF-24P型の安全機能が損
なわれるおそれがない設置方法
は設計とするため、発電用原子炉
施設の安全性に影を及ぼさな
レ、

0

設置許可時の
審査事項

兼用キャスクに
関する確認事項

なお、地震時、兼用キャスクで想
定する、 MSF-24P型の安全機能が
損なわれない波及的影響(地盤の
不等沈下・貯蔵建屋損壊による土
砂/瓦礫埋没、クレーン/貯蔵建屋
損壊による重量物落下、クレーン
損壊に伴う落下・転倒、地震時の
外部からの衝撃による転伊D の条
件を示す。

0

周辺施設等からの波及的影響条件が
型式証明の波及的影評価の条件に
包絡されていること。

0

0

0

0

特定機器の安全設計に
関,、る説明書(添付書類一)

MSF-24P型(蓋。の金属部への衝突が
生じない設置方怯(横置き及ぴ縦置き
1))は、地盤により十分に支持され
なくてもその安全機能が損なわれな
い蓋部の金属部への衝突が生じない
設置方法により貯蔵する設計とす
る。また、 MSF-24P型(基礎等に固定
する設置方法(縦置き②))は、基凖
地震動による地震力が作用した場合
においても貯蔵施設を十分に支持す
ることができる地盤に設置する

0 0

7 兼用キャスクは、地の発生によって生ずるおそれがある斜面の崩壊に対
して安全機能が損なわれるおそれがないものでなければならない。

MSF-24P土

縦置き(②)の地
盤の安定性評価

0

工

0

許可の、、項での

特定機器を使用することにより発兼用キャスクを兼用キャスク貯蔵施
電用原子炉施設に及ぼす影響に関設にて使用する場合確認しなければ

ならない事項する説明書(添付書類二)

等に固定する設置庄縦置きMSF-24P型は、地盤により十分に
支持されなくてもその安全機能が②)により貯蔵する場合の地盤か安
損なわれない蓋部の金属部への衝定であること
突が生じない設置方法(横置き及
び縦置き 1)により貯蔵する設計
とするため、発電用原子炉施設の
安全性に影を及ぽさない。ま
た、 MSF-24P型(基礎等に固定司、
る設置方法(縦置き②))は、基?
地震動による地力が作用した場
合においても貯蔵施設を十分に支
持することができる地盤に設置す
るため、発電用原子炉施設の安全
性に影響を及ぼさない

工証明請記 項

0

(型式証明申請の囲外)

0 0 0 0

兼用キャスクヘ
の周辺施設等か
らの波及的影響
条件が型式証明
の波及的影評
価の条件に包絡
されていること
の確認

(型式証明申請の囲外)

0

MSF-24P型は、兼用キャスク告示で定
める地震力に対して安全機能が損な
われるおそれがない蓋部の金属部へ
の衝突が生じない設置方法により貯
蔵する設計とする。また、基礎等じ
固定する設置方法においては、第
号に規定する地震力に対して、支持
性能が確保され、その安全機能が損
なわれるおそれかない設計とする

なお、地震時、周辺施設等からの波
及的影響によりMSF-24P型の安全機能
が損なわれるおそれがないものとす
る。

(型式証明申請の範囲外)

0

(型式証明申請の範囲外)

0 0



NO.

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関tる規則

五

タイトル

こよる 笏の 止 設計準対象設(用キャスク及びその周辺設をく。)は、その供用
中に当該設計基準対象施設に大きな影響を及ぽすおそれがある津波(以下
「基準津波」という。)に対して安全機能が損なわれるおそれがないもので
なければならない。

2 兼用キャスク及びその周辺施設は、炊のいずれかの津波に対して安全機
能が損なわれるおそれがないものでなければならない。
兼用キャスクが津波により安全機能を損なうかどうかをその設置される

位置のいかんにかかわらず判断するために用いる合理的な津波として原子力
規制委員会が別に定めるもの
基準津波

外からの衝
傷の防止

想定する型式証明審査の適用条文

による 設(キャスクをく。は、, れる、、現地及ぴ
を除く。炊項において伺じ。)が発生した場合においても安全機能を損なわ
ないものでなけれぼならない。

2 重要全殷は、当該重要全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると
想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する及び殷計基準事
故時に生ずる応力を適切に考慮したものでなけれぱならない。

3 安全施設(兼用キャスクを除く。)は、工場等内又はその周辺において想
定される発電用原子炉施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事
象であって人為によるもの(故意によるものを除く。以下「人為による事
象」という。)に対して安全機能を損なわないものでなければならない。

4 兼用キャスクは、次に掲げる自,、1現象が発生した場合においても安全機
能を損なわないものでなければならない。
兼用キャスクが竜巻により安全機能を損なうかどうかをその設置される

位置のいかんにかかわらず判断するために用いる合理的な竜巻として原子力
規制委員会が別に定めるもの

設置許可基準規則に対する型式証明での確認事項と設置許可時の確認事項の整理(2/5)

型式証明・設置許可申請区分

型式証明範囲 設置許可囲

縦置き縦置き縦置き縦置き
横置き横置き
①②②

..

想定される森林火災

5 前項の規定は、兼用キャスクについて第一項の規定の例によることを妨げ
なレ、

0

火災による損

設置許可時の
審査事項

兼用キャスクに
関する確認事項

0

6 兼用キャスクは、炊に 1る人為によるに対して全機能をなわな
いものでなければならない。

(,以下、・) 1
イイ.

、

^^、.., 哩

7勺項の規は、
な〔、ぶ,

0

の

る二ど.を妨1、用キ〒子ク'にδいで第三項の規定の例に
'ぐンー. ー'■.

',

一島、 tl 、'. 見'、 '1
':1

,,阜.

ー.,.゛"ー.'、.帖

設計準対設は、火災により発電用原子炉設の がよわれない
よう、火災の発生を防止することができ、かつ、早期に火災発生を感知する
設備(以下「火災感知設備」という。)及び消火を行う設備(以下「消火設
備」といい、安全施設に属tるものに限る。)並びに火災の影響を軽減する
機能を有するものでなけれぱならない。

2 消火設(安全施設に属するものに限る。)は、損、誤作動又は誤操
作が起きた場合においても発電用原子炉を安全に停止させるための機能を損
なわないものでなけれぱならない。

(なし)

丸

0

(型式証明申請の範囲外)

止 (なし)

0

0

特定機器の安全設計に
関する説明書(添付書類一)

(型式証明申請の範囲外)

(なし)

0

(型式証明申舘の囲外)

0

0

0

MSF-24P型は、想定される自然現象
(地震、津波、竜巻及び森林火災を
除く)が発生した場合においても安
全機能を損なわない設計とする。

竜巻飛来物条件
が、兼用キャス
クで想定する設
計飛来物の条件
に包絡されてい
ることの確認

兼用キャスクの
森林火災に対す
る評価

貯蔵施設を設置
する原子力発電
所個別の条件で
の自然現象に対
する評価

兼用キャスクの
人為による事象
に対する評価

兼用キャスクの
人為による事象
に対する評価

MSF-24P

0

0

毛設許可の

兼用キャスクを兼用キャスク貯蔵施
設にて使用する場合確認しなければ

ならない事項

、 0

0

'"' 1.';"'
,

MSF-24P型は、兼用キャスク告示で定
める津波による遡上波の波力及び漂
流物の衝突に対して安全機能が損な
われるおそれがない設計とする。

(型式証明申請の範囲外)

J

(略) MSF-24P型の安全機能が
なわれるおそれがない設計とtる
ため、発電用原子炉施設の安全性
に影を及ぼさない。

.,

0

工

、ι'

型工証明三記項
での

特定機器を使用することにより発
電用原子炉施設に及ぼす影響に関
する説明書(添付書類二)

0

^

(型式証明申請の範囲外)

(略) MSF-24P型の安全機能が損
なわれるおそれがない設計とする
ため、発電用原子炉施設の安全性
に影を及ぼさない。

0

.ー

.,、゛

'

1

MSF-24P弗は、,災により発電用原子
炉施設の安全性が損なわれないよ
う、金属製の不燃性材料とし、発火
源となる恐れの無い設計とする。

U'
^J

竜巻飛来物条件が、兼用キャスクで
想定する設計飛来物の条件に包絡さ
れていること。

0

.

.ー.J

'

,゛

J

(型式証明申請の囲外)

0

弔.

MSF-24P型は、兼用キャスク告示で定
める竜巻により、原子力発電所の竜
巻影響評価ガイド解説表 4.1に規定
される飛来物が設計飛来物となり衝
突した場合においても、その安全機
能を損なわない設計とする。

0

(型式証明申の範囲外)

MSF-24P型は、発,源とな
る恐れのない設計とするため、
電用原子炉施設の安全性に影響を
及ぼさない。

0

0

,(型式証明申請の囲外)',・エ、、弓・・・
、翻^ー

"毛{! ぜ
',.'.;' 、.. ご、.

(略) MSF-24P型の安全機能が損
なわれるおそれがない設計とtる
ため、発電用原子炉施設の安全性
に影響を及ぼさない。

゛

二



NO.

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

十二 安全設

タイトル

設は、その安全
なければならない

想定する型式証明審査の適用条文

2 全機能を有する系統のうち、 能の重要が特にい安全機能を
するものは、当該系統を構成する機械又は器具の単一故障(単一の原因に
よってーつの機械又は器具が所定の安全機能を失うこと(従属要因による多
重故を含む。)をいう。以下同じ。)が発生した場合であって、外部電源
が利用できない場合においても機能できるよう、当該系統を構成する機械又
は器具の機能、構造及ぴ動作原理を考慮して、多重性又は多様性を確保し、
及び独立性を確保するものでなけれぱならない。

3 安全施設は、設計基準事故時及び設計基準事故に至るまでの間に想定さ
れる全ての環境条件において、その機能を発揮することができるものでなけ
れぱならない。

の重要に,Uじて、

設置許可基準規則に対する型式証明での確認事項と設置許可時の確認事項の整理(3/5)

型式証明・設置許可申請区分

型式証明範囲 設置許可囲

縦置き縦置き 縦置き縦置き
横置き横置き

①② ①②

全機能が確保されたもので

4 安全施設は、その健全性及び能力を確認するため、その安全機能の重要
度に応じ、発電用原子炉の運転中又は停止中に試験又は検査ができるもので
なければならない

(なし)

5 安全施設は、蒸気タービン、ポンプその他の機器又は配管の損壊に伴う飛
散物により、安全性を損なわないものでなければならない。

6 重要安全施設は、二以上の発電用原子炉施設において共用し、又は相互に
接続するものであってはならない。ただし、二以上の発電用原子炉施設と共
用し、又は相互に接続することによって当該二以上の発電用原子炉施設の安
全性が向上する場合は、この限りでない。

7 安全施設(重要安施設をく。)は、二以上の発用原子炉施設と共用
し、又は相互に接続する場合には、発電用原子炉施設の安全性を損なわない
ものでなければならない。

0

(型式証明申請の範囲外)

0 0

設置許可時の
審査事項

兼用キャスクに
関する確認事項

0

特定機器の安全設計に
関する説明書(添付書類一)

MSF-24P型は、発電用水型原子炉
設の安全機能の重要度分類に関する
審査指針に基づき、それが果たす安
全機能の性質に応じて安全重要度を
PS-2に分類し、十分高い信頼性
を確保し、かつ、維持し得る設計と
する。

0

MSF-24P土

0

0 0

工

型証明,記項
での

特定機器を使用することにより発
電用原子炉施設に及ぼす影響に関
する説明書(添付書類二)

MSF-24P型は、十分高い言頼性を
確保し、かつ、維持し得る設計と
tるため、発電用原子炉施設の安
全性に影響を及ぼさない。

0

MSF-24P型の設計条件を設定するに当
たっては、劣化等に対しても十分な
余裕を持って機能維持が可能となる
よう、設計貯蔵期間中の温度、放射
線等の環境条件を考慮し、十分安全
側の条件を与えることにより、これ
らの条件下においても期待されてい
る安全機能を発揮できる設計とす
る。

MSF-24P型の設計条件を設定するに当
たっては、それらの健全性及び能力
を確認するため、その安全機能の重
要度に応じ、設計貯蔵期間中に試験
又は検査ができる設計とtる

0 0 0

設許可の、、

兼用キャスクを兼用キャスク貯蔵施
設にて使用する場合確認しなければ

ならない事項

兼用キャスクの
飛散物に対する
安全評価

0

(型式証明申請の囲外)

0

(よし

MSF-24P型は、期待されている安
全機能を発揮できる設計とするた
め、発電用原子炉施設の安全性に
影響を及ぼさない。

0
兼用キャスクの
共用に関する安
全評価

MSF-24P型は、設計貯蔵期間中に
試験又は検査ができる設計とする
ため、発電用原子炉施設の安全性
に影を及ぼさない

(なし)

(型式証明申請の囲外)

(型式証明申請の囲外)



NO.

第十六

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

タイトル

、、

貯蔵施設

、,

の取 設及び発電用原子炉設には、次にげるところにより、通運に使用る、
料体又は使用済燃料(以下この条において「燃料体等」という。)の取扱施
(安全施設に係るものに限る。)を設けなければならない。
(以下、略)

発電用原子炉施設には、炊に掲1 るところにより、燃料体等の貯蔵設
(安全施酘に属するものに限る。以下この項において同じ。)を設けなけれ
ばならない。
燃料体等の貯蔵施殷は、炊に掲げるものであること。
燃料体等の落下により燃料体等が破損して放射性物の放出により公衆に
放射線害を及ぼすおそれがある場合において、放射性物の放出による公
衆への'響を低減するため、燃料貯設備を格納するもの及ぴ放射性物の
放出を低減するものとすること。

口燃料体等を必要にUじて貯蔵することができる容量をするものとするこ
と。

ハ燃料体等が臨界に達するおそれがないものとすること。

想定する型式証明審査の適用条文

設 許可基準規則に対する型式証明での確認事項と設置許可時の確認事項の整理(4/5)

型式証明・設置許可申請区分

型式証明範囲 設置許可範囲

縦置き縦置き 縦置き縦置き
横置き 横置き
①② ①②

使用済、料の貯施設(キャスクをく。)にあっては、前号に掲1 るも
ののほか、吹に掲げるものであること。
(以下、略)

3 発電用原子炉施設には、次に掲1 るところにより、使用済燃料貯槽の水
位及ぴ水温並ぴに燃料取扱場所の放射線を測定できる設備を設けなければ
ならない。
(以下、略)

4 キャスクを設ける場合には、そのキャスクは、第二項第一号に定めるも
ののほか、次に掲げるものでなければならない。
使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有するものとするこ

と。

MSF-24P型は、切に放、性物質を閉
じ込めることができ、閉じ込め機能
を監視できる設計とtる。

(なし)

・MSF-24P型を含めた兼用キャスク
周囲温度が、 45゜C 唄宇蔵建屋内で貯
蔵する場合)又は38て(屋外で貯蔵
する場合)以下であること。
・貯蔵建屋内で貯蔵する場合におい
て、貯蔵建屋壁面温度が65て以下で
あること。

設置許可時の
審査事項

兼用キャスクに
関する確認事項

使用済燃料の崩壊熱を適切に除去することができるものとすること。

特定機器の安全設計に
関する説明書(添付書類一)

0 0

MSF-24P

0

工証での 設許可の

特定機器を使用することにより発兼用キャスクを兼用キャスク貯蔵施
電用原子炉施設に及ぼす影響に関設にて使用する場合確認しなければ

ならない事項する説明書(添付書類二)

使用済燃料がする放性物質を適切に閉じ込めることができ、か
つ、その機能を適切に監視することができるものとすること。

工証明 ,il

MSF-24P型は、使用済燃料集合体を所
定の幾何学的配置に維持するための
断面形状が中空状であるバスケット
プレート、及び適切な位置に配置さ
れた中性子吸収材により臨界を防止
する構造とし、 MSF-24P型の貯蔵施設
への搬入から搬出までの乾燥状態、
及びMSF-24P型に使用済燃料集合体を
収納する際の冠水状態において、技
術的に想定されるいかなる場合で
も、臨界を防止する設計とする。

0

(型式証明申請の囲外)

0 0

(型式証明申請の囲外)

■■.. .,
C, ,

、・、.!:、,".'U .・:ー ゛.ー.
"ゞ゛■'

'(型式証明申請a)' 囲外)
ナ

'"d'.、.'

MSF-24P型は、技術的に想定され
るいかなる場合でも、臨界を防止
する設計とするため、発電用原子
炉施設の安全性に影響を及ぼさな
レ、

鬼

・ MSF-24P型を含
めた兼用キャス
ク周囲温度が、
45゜C (貯蔵建屋
内で貯蔵する場
合)又は38て
(屋外で貯蔵す
る場合)以下で
あることの確認
・貯蔵建屋内で
貯蔵する場合に
おいて、貯蔵建
屋壁面温度が
65て以下である
ことの確認

0

MSF-24P型は、切に放性物質
を閉じ込めることができ、閉じ込
め機能を監視できる設計とするた
め、発電用原子炉施設の安全性に
影響を及ぼさない。

(なし)

0

0 0

0

0

(なし)

(型式証明申請の範囲外)

0

,

0

(型式証明申請の囲外)

0

MSF-24P型は、設計上想定される状態
において、使用済燃料集合体からの
放射線をガンマ線遮蔽材及び中性子
遮蔽材により遮蔽し、通常貯蔵時の
MSF-24P型表面の線量当量率を2
皿SV/h 以下とし、かつ、 MSF-24P型表
面からlm離れた位置における線量当
量率を100μSV/h 以下となる設計と
tる。

MSF-24P型は、自然冷却によって収納
した使用済燃料の崩壊熱を外部に放
出できる設計とし、使用済燃料集合
体の健全性及び安全機能を有する構
成部材の健全性を維持する温度を満
足する設計とする。

MSF-24P型は、通常貯蔵時のMSF-
24P型表面の線量当量率を2msvh
以下とし、かつ、 MSF-24P型表面
からlm離れた位置における線量
当量率を100μSV/h 以下となる設
計とするなお、発電用原子炉施
設の安全性については影の範囲
外とする

MSF-24P型は、使用済燃料集合体
の健全性及び安全機能を有する構
成部材の健全性を維持する温度を
満足する設計とす、るため、発電用
原子炉施設の安全性に影響を及ぽ
さなし、。

二



NO

実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則

二十九 工場等周辺における」
線等からの防護

タイトル

三十

設計準対設は、通吊運において発電用原子炉設からの」及
びスカイシャイン線による工場等周辺の空間線量率が十分に低減できるもの
でなければならない。

からの

従事者の防護

想定する型式証明審査の適用条文

設、 による放、対設は、外 を止る必要がある場
合には、次に掲げるものでなければならない。
放射線業務従事者(実用炉規則第二条第二項第七号に規定する放射線業務
従事者をいう。以下同じ。)が業務に従事する場所における放射線量を低減
できるものとすること。

設置許可基準規則に対する型式証明での確認事項と設置許可時の確認事項の整理(5/5)

型式証明・設置許可申請区分

型式証明範囲 設置許可範囲

縦置き縦置き縦置き縦置き
横置き 横置き
①② ②

がに従
^ノ

る場所における放射線量の評価に
ついては、型式証明申請の範囲外
とする。

放射業務従事者が運転時の異な過渡、化時及ぴ設計基準事故時におい
て、迅速な対応をするために必要な操作ができるものとすること。

、4な、しJ-
工場等周辺の空間線量率評価条件と
なる兼用キャスク線量当量率が型式
証明申請書に記載される条件と同一
又は包絡されていること

2工場には、放から放業務従事をするため、放 理
設を設けなければならない。

3 放管理施設には、放射線管理に必要な報を原子炉制御室その他当該
情報を伝達する必要がある場所に表示できる設備(安全施設にするものに
限る。)を設けなければならない。

(型式証明申請の範囲外)

0 0

設置許可時の
審査事項

兼用キャスクに
関する確認事項

0 0 0

工場等周辺の空
問線量率評価条
件となる兼用
キャスク線量当
量率が型式証明
申請書に記載さ
れる条件と同一
又は包絡されて
いることの確認

0

0

特定機器の安全設計に
関する説明書(添付書類一)

MSF-24P〒は、通吊運において発
電用原子炉施設からの直接線及びス
カイシャイン線による工場等周辺の
空問線量率が十分に低減できるよ
う、通常貯蔵時のMSF-24P型表面の線
量当量率を2msv/h 以下とし、かつ、
MSF-24P型表面からlm 離れた位置に
おける線量当量率を100μSvh 以下
となる設計とする。

0

MSF-24P

0 0

工

放射線業務従事者の従事場所におけ
る放射線量評価条件となる兼用キャ
スク線量当量率が型式証明申請書に
記載される条件と同一又は包絡され
ていること

での 可の認

特定機器を使用することにより発兼用キャスクを兼用キャスク貯蔵施
電用原子炉施設に及ぼす影響に関設にて使用する場合確認しなければ

ならない事項する説明書(添付書類二)

空鳥T 量率の評価については、型
式証明申請の範囲外とtる。

放射線業務従事
者の従事場所に
おける放射線量
評価条件となる
兼用キャスク線
量当量率が型式
証明申請書に記
載される条件と
同一又は包絡さ
れていることの

確認

0

工証明

0

MSF-24P型は、放、'従が
務に従事する場所における放射線量
を低減できるよう、通常貯蔵時の
MSF-24P型表面の線量当量率を2msv/h
以下とし、かつ、 MSF-24P型表面から
Im 離れた位置における線量当量率を
100μSV/h 以下となる殷計とする。

ail

(型式証明申請の範囲外)

(型式証明申請の囲外)



2.1 臨界防止機能 【確認内容】

【審査における確認事項】 以下を踏まえ臨界防止設計が妥当であること。

D 配置・形状【審査における確認事項】

(1)設計上想定される状態において、使用済燃料が臨兼用キャスクの配置、バスケットの形状、パスケット格子内の使用済燃料集合体の配置等において、適切な安全裕度を考するとともに、設計貯蔵

期問を通じてパスケットの構造健全性が維持されること。界に達するおそれがないこと.

(2)兼用キャスクの晦界防止機能をバスケットで担保兼用キャスクが滑動する可能性がある場合は、滑動等による兼用キャスクの配置の変化に伴う中性子実効増倍率の増加についても適切に考オるこ

している場合は、設計上想定される状態において、パと。

スケットが臨界防止上有意な変形を起こさないこと。

原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイド

22 遮蔽機能

【審査における確認、事項】

(1)設計上想定される状態において、使用済燃料から

コードを使用して求めること。また、燃料型式、燃焼度、 縮度、冷却年数等の放射線に対して適切な遮蔽機能を有すること。

(2)通常貯蔵時の兼用キャスク表面の線量当呈率を

2msv/h 以下とし、かつ、兼用キャスク表面から lm
2)兼用キャスクの遮蔽機能評価

離れた位置における線量当量率を 100μSV/h 以下とす
a.兼用キャスクからの線当率は、兼用キャスクの実形状を適切にモデル化し、及び1)で求めた放射線源強度に基づき、検証され適用性が確認

ること.

された遮蔽解析コード及び断面積ライプラリ(以下「遮蔽解析コード等」と総称する。)を使用して求めること。その際、設計貯蔵期間中の兼用(3)通常貯蔵時の直接線及びスカイシャイン線につい
キャスクのガンマ線遮蔽材及び中性子遮蔽材の熱劣化による遮蔽機能の低下を考慮すること.

て、原子力発電所敷地内の他の施設からのガンマ線と

兼用キャスクからの中性子及びガンマ線とを合算し、

ALARAの考え方の下、敷地境界において実効線で b.兼用キャスク表面の線当率を 2msvh以下とし、かっ、兼用キャスク表面から lm離れた位置における線当量率を 100μSνノh以下とする
こと

50"SV/y以下となることを目標に、線限度
3)敷地境界における実効線評価

(1msv/y)を十分下回る水準とすること。

(4)貯蔵建屋等の損傷によりその遮蔽機能が著しく低①直接線及びスカイシャイン線の評価
下した場厶においても、工場等周辺の実効線が線兼用キャスクが敷地境界に近い場所に設置される場合等に、使用済燃料から放出される中性子の敷地境界線への寄与が大きくなる可能性があるこ

とを適切に考慮した上で、通常貯蔵時の直接線及びスカイシャイン線(ガンマ線及び中性子)による実効線量について評価すること。
限度(1msv/y)を超えないこと。

2)中性子吸収材の効果

中性子吸収材の効果に関して、以下について適切な安全裕度を考慮すること.

a.製造公差 C 度、非均質性、寸法等)

b.中性子吸収に伴う原子個数密度の減少

原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイドに対する型式証明での確認、事項と設置許可時の確認事項の整理(ν7)

3)減速材(水)の影響

使用済燃料を兼用キャスクに収納する際、当該使用済燃料が冠水することを、設計上適切に考慮すること.

4)検証され適用性が確認された臨界解析コード及びデータライプラリを使用すること。

5)設計上、パスケットの塑性変形が想定される場合は、塑性変形したパスケットの形状及ぴ使用済燃料の状態を考慮しても未臨界が維持されるこ

と。

【確認内容】

以下を踏まえ遮蔽設計が妥当であること.

1)使用済燃料の放射線源強度評価

使用済燃料の放射線源強度は、検証され適用性が確認された燃焼計

を条件とし、核極の生成及び崩壊を計して求めること。

(29条)

横置き縦匿き①縦置き②

②ソースターム

兼用キャスクの遮蔽機能データ又は兼用キャスク表面からlm離れた位置における線当率が100μSvhとなるよう放射線源強度を規格化したも

のを用いること。ここで、放射線源強度を規格化して用いる場合は、中性子 100%又はガンマ線100%のいずれか保守的な線量評価とすること。ま

た、中性子及びガンマ線の表面エネルギースペクトルは、保守的な線量評価となるものを使用すること。

(貯蔵建屋等の損傷評価を行い、遮蔽機

能が低下する場合には適切な手段による

応急復旧措置力t、じられること。)

③遮蔽解析コード等

検証され適用性が確認された遮蔽解析コード等を使用すること。なお、モンテカルロニードを用いる場合は、相互遮蔽効果、ストリーミング及びコ

ンクリート深層透過の観点から検証され適用性が確認されたものであること。

④通常貯蔵時の線

通常貯蔵時の直接線及びスカイシャイン線について、原子力発電所敷地内の他の施設からのガンマ線と兼用キャスクからの中性子及びガンマ線とを

合し、 ALARAの考え方の下、地境界において実効線で50μSνノy以下となることを目標に、線限度(1msvy)を十分下回る水準とするこ

と。

なお、兼用キャスク以外の施設の線量は、既評価の空気力ーマ(Gy/y)を実効線(SV/y)へ換し、又は新たに実効線量(SV/y)を評価するも

のとする。換に当たっては、係数を 1とすること。

4)応急復旧

貯蔵建屋等を設置する場合は、貯蔵建屋等の損傷によりその遮蔽機能が著しく低下した場合においても、必要に応して土嚢による遮蔽の追加等の適

切な手段による応急復旧を行うことにより、工場等周辺の実効線量が敷地全体で線量限度(1msv/y)を超えないこと。この場合において、応急復

旧による遮蔽機能の回復を期待する場合には、その実施に係る体制を適切に整備すること。

MSF、24P型の貯蔵施設への搬入から搬出までの乾燥状態、及びMSF・24P型に使用済燃料集合

体を収納する際の冠水状態において、技術的に想定されるいかなる場合でも、匪界を防止する設

計とする。

・設計貯蔵期問を通じてバスケットの健全性が維持される設計とする。

臨界評価では、 MSF、24P型が無限に配列Lた体系(完全反射)とする。これにより、 MSF・

24P型の滑動を考慮しても、 MSF・24P型の配置制限は必要ない.

・中性子吸収材は、製作公差を考慮し、安全裕度を確保する設計とする。中性子吸収材中のほう

素の均質性は製造管理により担保し、ほう素添加は仕様上の下限値とする.実効増倍率が最も

大きくなる寸法として、臨界防止機能を確認、する。

・中性子吸収材中のほう素の設計貯蔵期問中の減損割合は無視できるほど小さため、読界防止機

能への影響はない。

MSF、24P型型式証明での審査範囲

説明事項

(3,4,5,6.29

条)

想定される最も厳しい状態(冠水状態)においても臨界に達しない設計とする.

・検証され適用性が確認、された臨界解析コード(SCALEコードシステム)及びデータライブラリ

(ENDF/B、VⅢこ基づく252群断面積ライプラリ)を使用する。

MSF、24P型は、 9m落下においてもパスケットに塑性変形が生じない設計としており、通常輸

送時及び通常に取り扱う状態においてバスケットに塑性変形は生じない.また、設計上考慮すぺ

き自然現叡においても、パスケットに塑性変形が生じない設計とする。

検証され適用性が確認された燃焼計算コード(ORIGEN2コード)を使用し、収納する燃料の

仕様を基に核種の生成及び崩壊による線源強度を計する。

設置許可時の審査・確認事項

・ MSF、24P型の実形状を適切にモデル化し、 1)で求めた線源強度を条件として、検証され適用性

が確認された遮蔽解析コード(MCNP5)及び断面積ライプラリ(MCPUB84/FSXUB・」33)を

使用する。中性子遮蔽材は設計貯蔵期問中の熱的影響による質量減損(25%減損)を考慮する。

・ MSF、24P型表面の線当率を 2msv/h 以下、かつ、 MSF・24P型の表面から lm雛れた位置

における線当率を 100μSV/h以下とする。

対象

条文

(型式証明申請の範囲外)

(なし)

(型式証明申茄の範囲外)

裟MSF.24P型の遮蔽機能データとして、 MSF・24P型の線

(なし)

(なし)

(型式証明申請の範囲外)

(なし)

(型式証明申請の範囲外)

16条

16久

4,5,6条

(型式証明申請の範囲外)

当率データを示す.

(なし)

(MSF・24P型の線当率に基づき、

通常貯蔵時の直接線及びスカイシャイン

線による敷地境界の線量限度を満足する

16条

)と
.



23 除劃嵯能

【審査における確認事項】

(D 設計上想定される状態において、使用済燃料の

崩壊熱を適切に除去することができること.

原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイド

【確認内容】

以下を踏まえ除熱設計が妥当であること。

1)使用済燃料の崩壊熱評価

使用済燃料の崩壊熱は、検証され適用性が確認された燃焼計コードを使用して求めること。また、燃料型式、燃料体の実形状、燃焼度、

冷却年数等を条件として計算した核種の生成及び崩壊から発熱として求めること。

2)兼用キャスク各部の温度評価

a.兼用キャスクの各部の温度は、検証され適用性が確認された伝熱解析コードを使用して求めること。また、使用済燃料の崩壊熱、外部からの入熱

及び兼用キャスク周囲の温度を条件とし、及び兼用キャスクの実形状を適切にモデル化すること。

原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイドに対する型式証明での確認、事項と設置許可時の確認事項の整理(2/フ)

2.4閉じ込め機能

【審査における確認事項】

(1)設計上想定される状態において、兼用キャスクが

内包する放射性物質を適切に閉じ込めることができる

こと。

(2)密封境界部は、設計上想定される衝撃力に対し

て、おぉむね弾性範囲内にとどまること。

(3)閉じ込め機能の異常に対して、その修復性が考

されていること。

b.安全機能及び兼用キャスクの構造強度を維持する観点から、a.で求めた温度は、設計上想定される状態において、兼用キャスクの構成部材が健全

性を保つ範囲に収まること。ここで、「健全性を保つ範囲とは、兼用キャスクの各部の安全機能を維持する構造健全性及び性能を維持できる温度

の範囲をいう.

3)燃料被檀管の温度評価

a.燃料被憂管の温度は、検証され適用性が確認された伝熱解析コードを使用して求めること.また、1)で求めた使用済燃料の崩壊熱と2)で求め

た兼用キャスクの各部の温度を条件とし、使用済燃料集合体、パスケット等の実形状を適切にモデル化すること.

b.燃料被橿管のクリープ破損及び機械的特性の低下を防止する観点から、ヨ.で求めた温度は、設計上想定される状態において、制限される範囲に収

まること.ここで、「制限される範囲」とは、燃料被覆管の構造健全性を維持できる温度の範囲をいう.

4)貯蔵建屋の除熱評価

①貯蔵建屋を設圖する場合は、兼用キャスクの除熱機能を阻害しないこと。また、貯蔵建屋の給排気口は積雪等により閉塞しないこと.

②貯蔵建屋を設置する場合であって、放水による冷却等応急復日による除熱機能の回復を期待するときには、その実施に係る体制を適切に整備す

ること.

【確認内容】

(1)長期問にわたって閉じ込め機能を維持する観点から、耐熱性、耐食性等を有し耐久性の高い金属ガスケット等のシールを採用するとともに、

蓋部を一次蓋と二次蓋の二重とし、一次蓋と二次蓋との問の圧力(以下「蓋問圧力」という.)を監視することにより、蓋部が有する閉じ込め機能

を監視できること。

(2)兼用キャスクの内部の放射性物質が外部へ漏えいしないよう、設計貯蔵期問中、兼用キャスク内部の負圧を維持できること。

(3)密封境界部の漏えい率は、(2)を満たすものであること.また、使用する金属ガスケット等のシールの性能は、当該漏えい率以下であるこ

と。

(4)閉じ込め機能評価では、密封境界部の漏えい率が、設計貯蔵期問、内部籾期圧力及び自由空問容積(兼用キャスク内部容積から収納物及びバ

スケットを減じた容積をいう。)、初期の蓋問圧力及び蓋問の容積、温度等を条件として、適切な評価式を用いて求められていること。

(5)兼用キャスクの衝突評価

1)兼用キャスクを床等に固定せず設置するとき

①転倒モードの設定

兼用キャスクを縦置き又は横置きにした貯蔵状態で第6項地震力(設置許可基準規則第4条第6項に規定する地震力をいう。以下同じ。)を入力

し、兼用キャスクの転倒、兼用キャスク同士の'突及び兼用キャスクと周辺施設との衝突のうち、設計上想定するものを設定すること.

横砥き縦紅き①縦置き②

縮度、

②兼用キャスクの衝突評価

①で抽出した転倒等による兼用キャスクへの衝突荷重に対して、密封境界部がおおむね弾性範囲内であること。この際「4.3」地震に対する設計方

針」を参考にしていること。

2)貯蔵建屋等を設置するとき

①貯蔵建屋等の損壊モードの設定

損壊モードに応じた衝突物又は落下物を抽出し、そのうち兼用キャスクの閉じ込め機能に及ぼす影響が

検証され適用性が確認された燃焼計コード(ORIGEN2)を使用L、収納する燃料の仕様を

基に核種の生成及び崩壊による発熱を求める.

MSF、24P型型式証明での審査範囲

説明事項

②兼用キャスクの衝突評価

①で抽出した衝突物又は落下物による兼用キャスクへの衝突荷重に対して、密封境界部がおぉむね弾性範囲内であること。

検証され適用性が確認された伝勲解析コード(ABAQUS)を使用する。また、崩壊熱、外部か

らの入熱及びMSF、24P型周囲の温度を条件とし、 MSF・24P型の実形状を適切にモデル化する設

計とする.

3)使用済燃料の再取出性の評価

a.兼用キャスクに収納される使用済燃料を取り出すために、一次蓋及び二次蓋が開放できること。

b.使用済燃料の燃料ぺレットが燃料被覆管から脱落せず、かつ、使用済燃料集合体の過度な変形を生じないこと.

a.で求めた温度がMSF、24P型の構成部材が健全性を保つ範囲に収まる設計とする。

(6)閉じ込め機能の異常に対し、適切な期問内で使用済燃料の取出しや詰替え及び使用済燃料貯蔵槽への移送を行うこと、これらの実施に係る体

制を適切に整備すること等、閉じ込め機能の修復性に関して考慮がなされていること。

・検証され適用性が確認された伝熱解析コード(ABAQUS)を使用する。また、 1)で求めた使

用済燃料の崩壊熱と、 2)で求めた兼用キャスク各部の温度を条件とし、使用済燃料集合体、バ

スケット等の実形状を適切にモデル化する.

a.で求めた温度が制限される範囲に収まる設計とする。

(型式証明申詰の範囲外)

0

設置許可時の審査・確認事項

・金属ガスケット製のシールを採用するとともに、蓋部を一次蓋と二次蓋の二重とし、一次蓋と

二次蓋との問の圧力(蓋問圧力)を監視することにより、蓋部が有する閉じ込め機能を監視でき

る設計とする。

設計貯蔵期問中、兼用キャスク内部の負圧を維持できる設計とする。

・密封境界部は、設計貯蔵期問中、兼用キャスク内部の負圧を維持できる漏えい率を満足するも

のとして、使用する金属ガスケットのシール性能は、当該漏えい率以下とする設計とする。

・設計貯蔵期問、内部初期圧力及ぴ自由空問容積、初期の蓋問圧力及び蓋問の容積、温度等を条

件として、適切な評価式を用いて密封境界部の漏えい率を求める.
0

大であるものを設定すること。

MSF、24P型の周囲温度が、貯蔵建屋

内で貯蔵する場合は、 45'C以下、屋外で

貯蔵する場合は、 38'C以下であること。

・貯蔵建屋内で貯蔵オる場合は、貯蔵建

屋の壁面温度が65'C以下であること.

対魚

条文

(横置き及び縦置き①)

・ MSF、24P型は、兼用キャスク告示に定める地震力に対して安全機能が損なわれるおそれがない

蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法ι、より貯蔵する設計とする。したがって、転倒等によ

り閉じ込め機能が損なわれることはない。

(縦置き②)

・基礎等に固定する設置方法に用いる貯蔵架台は、兼用キャスク告示に定める地震力に対してお

おむね弾性状態となる設計とするためMSF・24型は転倒しない.したがって、閉じ込め機能機能

が損なわれることはない.

16条

(貯蔵建屋等の構造物を設ける場合、兼

用キャスク除熱機能を阻害しないこと、

給排気口閉塞がないこと、貯蔵建屋等の

倒壊を想定する場合には適切な応急復旧

等を整備すること.)

・ MSF、24P型の貯蔵施設は、地震により周辺施設等の損壊を想定する.損壊により生じる想定事

象(MSF、24P型の埋没、 MSF・24P型への重物落下及びMSF・24P型の落下・転伊D に対して波

及的影響評価条件の範囲ではMSF・24P型の閉じ込め機能が損なわれず、また、使用済燃料の再取

出性に問題ない.

(なし)

(なし)

(なし)

(6,

16条)

(型式証明申請の範囲外)

16条

16条

16条

貯蔵施般内の想定事象が、型式証明での

波及的影響評価条件に包絡されているこ

と.

4,16条

(閉じ込め機能の異常に対する修復性に

関して考慮されていること.)

4,16条

(16条)

0
0



原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイド

3.自然現象等に対する兼用キャスク貯蔵施設の設計の基本方針

【審査における確認事項】 【確寵、内容】

(1)兼用キャスクの安全機能の喪失及びそれに続く(1)兼用キャスク貯蔵施設のうち、兼用キャスクは以下の(3)に示す自然現魚に対して安全機能を維持する必要がある施設として区分され、及び

公衆への放射線による影響を防止する観点から、原則周辺施設は一般産業施設や公衆施設と同等の安全性が要求される施設として区分されてぃること。

として、兼用キャスクは第6項地力に対して安全機

能を維持する必要がある施設として区分され、周辺施(2)周辺施設として、兼用キャスクの支持部、計装設備、クレーン類(これらは「機器・配管系」に分類される。)、貯蔵建屋等及び茎礎が適切

設は一般産業施設や公衆施設と同等の安全性が要求さに位置付けられていること。

れる施設として区分されていること.

(2)兼用キャスク及び周辺施設は、兼用キャスクの(3)兼用キャスク及び周辺施設の設計、評価の位置付け及び評価の対象となる自然現象にっいて以下のように整理していること.なお、他の自然
安全機盲"を維持するためにこれらが担保すべき機厶Eι、現象等にっいては、関連する実用発電用原子炉施設に係るガイドを参考にし、適切な評価がなされていること.

1)兼用キャスク
応じた設計が行われていること。

兼用キャスクは、その堅牢性を踏まえ、以下の①又は②のいずれかに対して安全機能が維持される設計であること.

①サイトに依存しない一律の値であり、兼用キャスク告示で定める地震力、津波及び竜巻

設置許可基凖規則の解釈別記4を参考にしていること。

②サイト固有の基準地震動、基準津波及び基準竜巻

設置許可基準規則の解釈第3条~第5条偶リ記1~3)及び第6条並びに関連するガイドを参考にしてぃること。

2)周辺施設

兼用キャスクは、それ自体で安全機能を維持することを基本とすることから、周辺施設(支持部、計装設備、クレーン類、貯蔵建屋等及び基礎)は

一般産業施設や公衆施設と同等の安全性が要求される施設とすること.

4.自然現魚等に対する兼用キャスクの設計

設置(変更)許可に係る審査においては、

4.1設計方針

【審査における確認事項】

兼用キャスクは、「42考する自然現急等の設定方

針」に示す自然現叡等に対して、「4.3考虜、する自然現

魚等に対する設計方針」に示す方針により安全機能を

い

4.2考慮する自然現叡等の設定方針

考慮する自然現叡等について、以下のとおり定めてい

ることを確認する。

42.1 地震

【審査における確認那項】

第6項地震力を適用していること。

原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイドに対する型式証明での確認事項と設置許可時の確認事項の整理(3/フ)

(森林火災、爆発及ぴ人為による火災を

選定すること.)

(なし)

兼用キャスクの「4.2考慮.する自然現叡等の設定方針」に示す自然現魚等に対する設計の基本方針の妥当性を確認する.また、工事計画認可に係る審査においては、その詳細の妥当性を確認、する。

【確認内容】 ・ MSF・24P型は、以下のとおり安全機能を維持する設計とする。

兼用キャスクは、その堅牢性を踏まえ、 4.2考慮する自然現叡等の設定方針」に示す各事魚に対して、「43考慮する自然現叡等に対する設計方

針に示す方針により安全機能を維持する設計が行われていること.

4.22 津波

【審査における確認事項】

設置許可基準規則第5条第2項に規定する津波による

作用力を適用していること.

【確認内容】

(1)設置許可基準規則の解釈別記4第4条第3項に基づき、第6項地震力を定めてぃること。

(2)第6項地震力として、以下のいずれかを適用していること。

①兼用キャスク告示で定める地震力

地震力を出するために必要な加速度及び速度は以下のとおり。

・加速度:水平 230OGa1及び鉛直 160OGal ・速度:水平 20ocm/S 及び鉛直 140cm/S

②基準地震動による地力

解放基盤表面から兼用キャスク設置位置までの地震波の伝播特性を適切に考慮するとともに、必要に応じて地盤の非線形応答に関する動的変形特性

【確認内容】

(1)設置許可茎凖規則の解釈卸信己4第5条第1項及び第2項に基づき、兼用キャスク告示で定める津波又は基準津波を定めてぃること。

(2)設置許可基準規則第5条第2項に規定する津波として、以下のいずれかを適用してぃること。

①兼用キャスク告示で定める津波による作用力

兼用キャスクの設置位置への津波の遡上を前提とし、兼用キャスクに作用する津波荷重として、波力及び漂流物衝突荷重を考慮する。これらを算出

するために必要なj水深、流速及び漂流物は以下のとおり。

・浸フk深:10m、・流速:20m/S、・漂流物質量:10ot

②基準津波による作用力

設置許可基準規則の解釈別記3に基づく基準津波を用いた津波伝播解析及び遡上解析により兼用キャスクへの入力津波を評価する。

【確認内容】

(1)設置許可基準規則第6条第4項に規定する兼用キャスク告示で定める竜巻として、設置許可基準規則の解釈別記4第6条第2項第1号に基づ

き、設計竜巻(原子力発電所の竜巻影響評価ガイド n.4用語の定義」に規定する「設計竜巻をいう。以下同じ。)の大風速を以下のとおり定

め、設計荷重を設定していること.

大風速:10om/S

(2)設計荷重の設定に用いる設計飛来物は、原子力発電所の竜巻影響評価ガイド解説表4.1に基づき、兼用キャスクに与える影響が大となるも

のを選定していること。

【確認内容】

(1)設置許可基準規則の解釈別記4第6条第2項第2号及び同条第3項に基づき、森林火災、爆発及び人為による火災(隣接する工場等の火災を

いう。以下同じ。)を選定していること.

(2)モの他の外部事象のうち、(1)で選定した事象以外の事叡につぃては、以下のとおりとする。

①火山立地評価

新規制基3 (平成25年7月及び同年12月の改正原子炉等規制法の施行に伴い改正された規則等をいう。以下同じ.)への適合性審査を経てぃな

い発電用原子炉施設において、新規制基準の施行時に既に存在していた使用済燃料を使用済燃料貯蔵槽から兼用キャスクに移し替えることは、施設

の維持・管理上の安全性を高めるものであり、当該移替えのための兼用キャスク設置に係る設置変更許可に当たっては、火山の立地評価は不要とす

る。

②①以外の外部事叡(火山灰層厚、積雷、落雷等)

兼用キャスク告示で定める地震力等に対する安全機能の維持を求めることを踏まえると、①以外の外部事象は兼用キャスクの安全機能を損なわせる

423竜巻

【審査における確認事項】

設置許可基準規則第6条第4項に規定する竜巻による

作用力を適用していること.
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42.4 その他の外部事叡

【審査における確認事項】

設許可基準規則第6条第4項及び第6項に規定する

外部事叡を適用していること。

(6条)

0

6条

MSF・24P型及び貯蔵架台(基礎等に固定する設置方法(縦置き②)用)は、地震(4条)、津

波(5条)、外部からの衝撃(6条)に対して安全機能を損なわない施設として、安全重要度をP

S-2に分類する。

(型式証明申請の範囲外)

MSF、24P型型式証明での審査範囲

説明事項

0

1)及び2)に示オとおりの設計とする。

・ MSF・24P型は、①のサイトに依存しない、兼用キャスク告示で定める地震力、津波及び竜巻を

適用し、安全機能が維持される設計とする。

(型式証明申の範囲外)

0

、

設置許可時の審査・確認事項

(2)①の兼用キャスク告示で定める地震力を適用する。

(周辺施設が適切に位置付けられている

、

対叡

条文

(2)①の兼用キャスク告示で定める津波による作用力を適用する。

(周辺施設が一般産業施設や公衆施設と

同等の安全性が要求される施設とするこ

と.)

(12条)

4.5,6条

・設計竜巻の大風速として、 10om/Sを適用する.

・原子力発電所の竜巻影響評価ガイド解説表4.1の飛来物のうちMSF・24P型に与える影

となるものを設計飛来物として選定する.

(4条)

(型式証明申請の範囲外)

4.5,6条

・ MSF・24P型は、想定される自然現象(地震、津波、竜巻及び森林火災を除く)が発生した場

合においても安全機能を損なわない設計とする。

(※②②の外部事象に対する個別の説明は実施しない.)

が 大貯蔵施設での設計飛来物が型式証明での

設計飛来物条件に包絡されること.

).
と

号



43考慮する自然現魚等に対する設計方針

43.1地震に対する設計方針

43.1.1 基本方針

【審査における確認事項】

(1)兼用キャスクは、「4.2.1地震に示す第6項地

震力に対して安全機能が維持されると。

(2)輸送荷姿により設置する場合は第6項地震力に

よって安全機能が損なわれるおそれがないこととし、

輸送荷姿以外の兼用キャスクを基礎等に固定せず、か

つ、緩衝体の装着等により兼用キャスク蓋部が金属部

へ衝突しない方法により設置する場合は第6項地震力

による兼用キャスク蓋部の金属部への衝突に対してそ

の安全機能が損なわれるおそれがないこととする。

原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイド

【確認、内容】

兼用キャスクの評価は、以下によること。(別表中「兼用キャスク本体評価」欄)

(1)兼用キャスクは、第6項地震力の作用に対する評価が行われていること。ただし、輸送荷姿により設置する場合は第6項地震力によって安全

機能が損なわれるおそれがないこととし、輪送荷姿以外の兼用キャスクを基礎等に固定せず、かつ、緩衝体の装着等により兼用キャスク蓋部が金属

部へ衝突しない方法により設置する場合は第6項地震力による兼用キャスク蓋部の金属部への衝突に対してその安全機能が損なわれるおそれがない

こととする。

(2)兼用キャスクを基礎等に固定しない場合、兼用キャスクの設置方法に応じた境界条件が設定されていること.当該境界条件において、兼用

キャスク告示第1条に定める加速度による地震力又は基準地震動による地震力に対して安全機能が維持される設計であること。特に、蓋部の金属部

への衝突が生じる設置方法であるときは、当該衝突に対して安全機能が維持される設計であること。

(3)兼用キャスクを基礎等に固定する場合、兼用キャスク告示第1条に定める加速度による地震力又は基準地震動による地震力に対して安全機能

が維持される設計であること。

(4)兼用キャスクは、周辺施設からの波及的影によって、その安全機能を損なわないように設計すること。この波及的影響の評価に当たって

は、敷地全体を佑瞰した調査・検討の内容等を含めて、事叡選定及び影響評価の結果の妥当性を示すとともに、第6項地震力を適用すること。ま

た、上記の「兼用キャスクが、周辺施設からの波及的影響にようて、その安全機能を損なわない」を満たすために、少なくとも次に示す事項にっい

て、兼用キャスクの安全機能への影響がないことを確認すること。

1)設貿地盤及び地震応答性状の相違等に起因する相対変位又は不等沈下による影響

原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイドに対する型式証明での確認、事項と設置許可時の確認事項の整理(4/フ)

4.3.1.2 荷重及び荷重の組合せ

【審査における確認事項】

兼用キャスクに作用する地震力と地震力以外の荷重を

適切ι、組み合わせていること。

2)兼用キャスク問の相互影響

3)兼用キャスクと周辺施設との相互影響(周辺施設の損傷、転倒、落下等による兼用キャスクへの影

4.3.1.3 許容限界

【審査における確認事項】

兼用キャスクの設置方法に応じて、安全上適切と認め

られる規格等に基づき許容限界を設定していること.

(5)兼用キャスクの設置位置周辺の斜面が兼用キャスクの安全機能に影響を及ぼす可能性にっいては、「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に係

る審査ガイド」を参考に必要な雛隔の有無等によって判断するとともに、必要な離隔が確保されない場合は、当該斜面の安定性を評価してぃるこ

と.斜面の安定性評価に当たっては、「6.地盤及び周辺斜面の安定性評価」を参考にしてぃること.

【確認内容】

(1)荷重及び荷重の組合せの考え方が、以下を踏まえ妥当であること。

D 地震力以外の荷重

兼用キャスクに作用する地震力以外の荷重は、安全上適切と認められる規格等に基づいて、貯蔵時に想定される荷重を考慮していること。

2)荷重の組合せ

兼用キャスクについて、 耐震性評価を行う際、正AG4601等の安全上適切と認められる規格等を参考に、兼用キャスクの設置方法に応じて、兼用

キャスクに 力と地力上の重を ^ せていること

(2)設計上、 転倒等を想定する場合は、これらによる荷重と同時に想定されるその他の荷重とを組み合わせた評価を行っていること。

【確認内容】

許容限界の設定が、以下を踏まえ妥当であること.

1)兼用キャスクの許容限界は、安全上適切と認められる規格等に基づき設定すること。加えて、兼用キャスクの閉じ込め機能及び臨界防止機能に

関しては以下のとおりとすること.

a.密封境界部がおおむね弾性範囲内となる許容限界としていること。

b.兼用キャスクの臨界防止機能をパスケットで担保している場合、パスケットが臨界防止上有意な変形を起こさない許容限界としてぃること.

【確認内容】

(1)静的解析及び地震応答解析に用いる解析モデル及び解析手法は、JEAG4601の規定を参考に設定してぃること。

4.3.1.4静的解析及ぴ地震応答解析

【審査における確認事項】

(1)第6項地力による兼用キャスクの安全機能の

評価に際しては、兼用キャスクの設置方法に応じて、

静的解析又は地震応答解析を行っていること。

(2)兼用キャスクの静的解析及び地震応答解析にお

いては、設置方法及び適用する地震力の種類に応じ

て、適切な解析モデル及び解析手法を設定しているこ

と。

(3)地震応答解析を行う場合は、兼用キャスクの地

震応答解析モデルへの入力地震動は兼用キャスクの設

の地応にづき定していること。"

43.1.5 耐震性評価

【審査における確認事項】

(D 第6項地力と地震力以外の荷重を組み合わ

せ、その結果得られる応力等が「43.1.3許容限界」で

設定する許容限界を超えていないこと。

(2)密封境界部以外の部位は、(1)の荷重により塑

性ひずみが生ずる場合であっても、そのが小さなレ

ベルに留まって破断延性限界に対して十分な余裕を有

すること。
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(なし)

を含む.)

(2)兼用キャスクの転倒等に伴う衝突解析を行う場合は、兼用キャスク告示で定める地震力又は兼用キャスクの設置位置の地震応答に基づき、エ

ネルギー保存則等を用いることにより、衝突時の速度を適切に算定していること。

(3)静的解析において、兼用キャスク告示で定める地震力を用いる場合の水平地力及び鉛直地震力にっいては、同時に不利な方向の組合せで作

用させること.

(4)スペクトルモーダル解析又は時刻歴応答解析を用いる場合は、入力地震力として、基準地震動に茎づいて兼用キャスクの設置位置の設計用床

応答スペクトル又は加速度時刻歴応答波を算定していること。

(5)基準地震動による水平2方向及ぴ鉛直方向の地震力による応力の組合せは、各方向の入力地震動の位相特性並びに兼用キャスクの楢造及び応

答特性に留意し、保守的な評価となる組合せ方法を適用すること.なお、各方向の入力地震動の位相特性及び兼用キャスクの応答特性により、必要

に応じ、応答の同時性を考慮していること。

【確認内容】

(1)兼用キャスクの耐震性を評価する上で必要な箇所を評価対魚部位として選定し、安全上適切と認められる規格等の規定を参考に、当該評価対

象部位の応力評価及び疲労評価を行っていること.

(2)兼用キャスクの耐震性評価において、地震力とそれ以外の荷重を組み合わせ、その結果得られる応力等が「4.3.1.3許容限界で設定する許容

限界を超えていないこと。

(3)密封境界部以外の部位は、(2)の荷重により塑性ひずみが生ずる場合であっても、そのが小さなレペルに留まって破断延性限界に対して十

分な余裕を有すること.

(4)設計上、転倒等を想定する場合は、その影響を考してぃること.

(5)兼用キャスクの臨界防止機能をパスケットで担保しており、兼用キャスクの転倒又は衝突、貯蔵建屋の天井の落下等によりパスケットに塑性

変形が生ずる場合は、パスケットの形状及び使用済燃料の状態を考慮しても未既界が維持されること。

蓋部の金属部への衝突が生じない設圃方法横置き及ひ縦置き1):緩衝体の装着により、

MSF・24P型蓋部の金属部への衝突に対して安全機能が損なわれるおそれがない.

基礎等に固定する設置方法(縦置き②):貯蔵架台による転倒防止により、 MSF・24P型蓋部に

金属部への衝突が生じないため安全機能が損なわれるおそれがない。

MSF・24P型型式証明での審査範囲

説明事項

(なし)

(なし)

・蓋部の金属部への衝突が生じない設置方法設置方法(横置き及び縦置き①)に応じた境界条件

を設定し、兼用キャスク告示第1条に定める地震力に対Lて安全機能が維持される設計とする。

・基礎等ι、固定する設置方法(縦置き②)において、兼用キャスク告示第1条に定める地震力に

対して安全機能が維持される設計とする。

・ MSF・24P型は、 D から3)に示す設計波及的影響評価条件において、安全機能への影響がな

い設計とする。

・地盤の不等沈下による土砂埋没に対し、 MSF'24P型の埋没率が50%以下

兼用キャスク相互衝突する事象による安全機能への影響は、3)に包絡される.

周辺施設の損壊により、以下の条件において想定される以下条件

・貯蔵建屋損壊による瓦礫埋没に対し、 MSF・24P型埋没率が50%以下

クレーン又は貯蔵建屋損壊による重物落下に対し、 MSF・24P型に落下する重物の落下エネ

ルギーが59×106Nm以下

クレーン損壊による取扱中のキャスク落下に対し、 MSF・24P型に上部及び下部緩衝体を取付

けた状態では、 MSF・24P型の落下高さが9m以下、また、 MSF、24P型に上部緩衝体のみ取付けた

状態(縦置き①及び縦置き②のみ)では、 MSF・24P型の落下高さが2m以下

・(縦置き①及び縦置き②のみ)クレーン損壊による転倒及び地震等の外部からの衝撃による転

倒に対し、 MSF・24P型の転倒落下高さが2m以下

設置許可時の審査・確認事項

(型式証明申請の範囲外)

・ MSF・24P型に作用する地震力以外の荷重として貯蔵時に想定される荷重を考慮し、正AG4601

等を参考に、兼用キャスクに作用する地震力と地震力以外の荷重を適切に組み合わせる。

対魚

久文

(対象外)

・ MSF・24P型の許容限界は、正AG4601等に基づき設定することとし、加えて、閉じ込め機能及

ぴ臨界防止機能に関しては以下のとおりの設計とする。

a.密封境界部がおおむね弾性範囲内となる許容限界とする。

b.兼用キャスクの臨界防止機能を担保するパスケットが臨界防止上有意な変形を起こさない許容

限界とする。

貯蔵施設でのMSF・24P型の埋没率が左

記に包絡されること.

(なし)

貯蔵施設でのMSF・24P型の埋没率、重

物落下エネルギー、落下高さ及び転倒

落下高さが左記に包絡されること.

解析及び地震応答解析に用いる解析モデル及び解析手法は、JEAG4601を参考に設定する。

4条

(対象外)

3,4条

・解析において、兼用キャスク告示で定める地震力を用いる場合の水平地震力及び鉛直地震力に

ついては、同時に不利な方向の組合せで作用させる.

(対訣外)

3,4条

(設置位貿周辺の斜面が兼用キャスク安

全機能への影響を及ぼさないこと.)

(対外)

4条

4条

(なし)

・ MSF・24P型の耐震性を評価する上で必要な箇所を評価対急部位として選定し、安全上適切と認

められる規格等の規定を参考に、当該評価対象部位の応力評価及び疲労評価を行い、その結果得

られる応力等が許容限界を超えない設計とする。

・密封境界部以外の部位は、(2)の荷重により塑性ひずみが生ずる場合であっても、モの量か

小さなレベルに留まって破断延性限界に対して十分な余裕を有する設計とする。

(対叡外)

・周辺施設からの波及的影響による兼用キャスクの転倒又は貯蔵建屋の天井の落下等においても

バスケットに塑性変形が生じない設計とする。

(なし)

(なし)

(4条)

4条

(なし)

(なし)

(なし)

(なし)

(なし)



432津波に対する設計方針

4.32.1基本方針

【審査における確認事項】

兼用キャスクは、「422津波に示す津波による作用
4.32.2 設計・評価の方針

【審査における確認事項】

兼用キャスクに対する津波の影響については、兼用

キャスクの設置方法に応じて適切な評価を実施し、津

波による作用力に対して兼用キャスクの安全機能が維

持される設計であること。

原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関tる審査ガイド

【確認内容】

(1)兼用キャスク告示で定める津波を適用する場合は、津波が兼用キャスクの設置位置へ邇上することを前提とした評価が行われてぃること。

(2)津波に対する評価に際しては、必要に応じて「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」及び「耐津波設計に係る工認審査ガイトを

参考にしていること.

【確認内容】

以下を踏まえたものであること。また、工事計画認可においては、津波荷重の設定、施設の寸法、造及ぴ強度が要求事項に適合するものであるこ

と。

(1)兼用キャスク告示で定める津波を適用する場合

1)兼用キャスクの評価において保守的な荷重の作用及び組合せを設定すること

2) 1)において考慮する荷重としては、浸水深に基づく津波波力並ぴに流速及び漂流物質昼に基づく衝突荷重を基本とし、それぞれの荷重にっいて

は、兼用キャスクの評価上も厳しくなる位債へ作用させること.

3)津波波力及び漂流物荷重は、以下の指針等を参考に設定することができる。

①津波波力(津波波圧)

・東日本大震災における津波による建築物被害を踏まえた津波避難ビル等の構造上の要件に係る暫定指針

②漂流物衝突荷重

道路橋示方害・同解説(1共通編・1V下部構造編)

4)津波荷重に対する兼用キャスクの評価は、既往の研究事例や機能確認試験等の結果との対比、FEM解析に基づく応力評価等により行うこと。

(2)基準津波を適用する場合

遡上解析の結果、兼用キャスクの設置地盤の高さや津波防護施設等により、兼用キャスクの設置位置への津波の遡上がない場合、津波による作用力

に対する評価は不要とする.

【確認内容】

(1)竜巻による飛来物の衝突荷重及び衝突による評価は、「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」を参考にしていること。

433竜巻に対する設計方針

【審査における確認事項】

兼用キャスクは、「42.3 竜巻」に示す竜巻による作用

力に対して安全機能が維持されること.

原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイドに対する型式証明での確認事項と設置許可時の確認、事項の整理(5/フ)

4.3.4 その他の外部事魚に対する設計方針

【審査における確認事項】

兼用キャスクは、「4.2.4その他の外部事隷」に示す森

林火災、爆発及び人為による火災に対して安全機能が

維持されること。

4.4監視機能

【審査における確認事項】

蓋問圧力及び兼用キャスク表面温度について、適切な

頻度での監視をすること。

(2)設計竜巻に対する飛来物及び大速度は、原子力発電所の竜巻影響評価ガイド解説表4.1に記載の値を参考に設定し、飛来物の衝突荷重を

定(例えぱ、建築物の耐衝撃設計の考え方((一社)日本建築学会2015.1)を参考に飛来物の圧,挙動を無視して Rlera の式等で定)しているこ

と。

(3)竜巻荷重に対する兼用キャスクの評価は、既往の研究事例や機能確認試験等の結果との対比、 FEM解析に基づく応力評価等により行われてい

ること。

【確認内容】

森林火災、爆発及び人為による火災に対する具体的な評価は、「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」に基づき、離隔等の適切な対応が図られ

ていること。

4.5材料・構造健全性

【審査における確認、事項】

設計貯蔵期問中の温度、放射線等の環境及び当該環境

下での兼用キャスクの経年変化に対して十分な信頼性

を有する材料及び構造であること。また、貯蔵建屋を

設置しない場合は、雨水等により兼用キャスクの安全

機能が喪失しないよう対策が講じられていること.輸

送荷姿等の緩衝体を装着した状態で貯蔵を行う場合

は、緩衝体の経年変化についても考慮していること。

4.6設計貯蔵期間

【審査における確認事項1

設計貯蔵期問は、設置(変更)許可申請で明確にさ

れていること。

【確認内容】

(1)蓋問圧力を適切な頻度で監視すること。ここで、適切な頻度とは、閉じ込め機能が低下しても、 FP ガス等の放出に至る前に、密封シール部の

異常を検知できる頻度をいう。頻度の設定に当たっては、設計貯蔵期問中の兼用キャスク発熱母の低下、周囲環境の温度変化及び蓋問圧力の変化を

考慮する.

(2)兼用キャスク表面温度を適切な頻度で監視すること。ここで、適切な頻度とは、除熱機能が低下しても、兼用キャスクや燃料被碩管が健全で

あるうちに異常を検知できる頻度をいう。

【確認内容】

(D 安全機能を維持する上で重要な兼用キャスクの構成部材は、兼用キャスクの最低使用温度における低温脆性を考慮したものであること。ま

た、設計貯蔵期問中の温度、放射線等の環境及び当該環境下での腐食、クリープ、応力腐食割れ等の経年変化の影響を、設計入力値(例えば、寸

法、形状、強度及び材料物性値)又は設計基準値の算定に際し考慮していること。さらに、必要に応じて防食措置等が講じられていること。

横置き縦置き①縦置き②

(2)兼用キャスク内部の不活性環境を維持し、温度を制限される範囲に収めることし、より、兼用キャスクに収納される使用済燃料の経年変化を低

減又は防止する設計であること。

【確認内容】

設計貯蔵期問は、当該設計貯蔵期問中の兼用キャスクの安全機能を評価するに当たり、材料及び構造の経年変化の考慮を行うための前提条件となる

ため、設置(変更)許可申請で明確にされていること.

0

津波がMSF、24P型の設置位置へ遡上することを評価条件とする.

・「基準津波及び耐津波設計方針に係る審査ガイド」及び「耐津波設計に係る工認審査ガイド

を参考とする。

(1)に示すとおりの設計とする。

MSF、24P型型式証明での審査範囲

説明事項

浸水深に基づく津波波力並びに流速及び漂流物質量に基づく荷重等の組合せを考慮、した津波荷

重をMSF・24P型に保守的に作用させて設定する.

・津波波力は、東日本大震災における津波による建築物被害を踏まえた津波避難ビル等の構造上

の要件に係る暫定指針を、漂流物衝突荷重は、道路橋示方・同解説臼共i画編・1V下部構造

編)の指針を基に設定する。

・津波荷重に対するMSF・24P型の評価は、 FEM解析に基づく応力評価等により行う。

(対急外)

竜巻による飛来物の'突荷重及び衝突による評価は、「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド

を参考にする。

設計飛来物及び最大速度は、原子力発電所の竜巻影響評価ガイド解説表4.1に記雌の値を設定

し、設計飛来物の衝突荷重は、建築物の耐衝撃設計の考え方((一社)日本建築学会2015.1)

を参考に飛来物の圧潰挙動を無視して Rler8 の式により算定する。

・竜巻荷重に対するMSF・24P型の評価は、 FEM解析に基づく応力評価等により行う.

設置許可時の審査・確認事項

(なし)

(なし)

(なし)

(型式証明申の範囲外)

対魚

曳文

(型式証明申請の範囲外)

(型式証明申鯖の範囲外)

5条

5条

MSF、24P型の安全機能を維持する上で重要な構成部材は、兼用キャスクの呈低使用温度におけ

る低温脆性を考慮する.

設計貯蔵期問中(60年)の温度、放射線等の環境及び当該環境下での腐食、クリープ、応力腐

食割れ等の経年変化の影響を設計入力値(孰的影による中性子遮蔽材の減損等)において考慮

する。

・兼用キャスクの外面は、塗装等の防食措置を講じる設計とする。

5条

・ MSF、24P型内部の不活性環境(へりウムガス)を維持し、温度を制限される範囲に収めること

により、 MSF・24P型に収納される使用済燃料の経年変化を低減又は防止する設計とする。

設計貯蔵期問は60年問として、型式証明申請書で明記している。

(森林火災、爆発及び人為による火災に

対する評価での雛隔等の適切な対応が図

られていること)

(蓋問圧力を適切な頻度で監視するこ

と)

(兼用キャスク表面温度を適切な頻度で

監視すること)

(なし)

(6条)

a6条)

(なし)

(なし)

(16条)

16条

16条

16条

0
0



5.周辺設の評

5.1周辺施設の位置付け及び評価の基本方針

【審査における確認事項】

兼用キャスクはそれ自体で安全機能を維持することを

基本とすることから、周辺施設は一般産業施設や公衆

施設と同等の安全性が要求される施設とすること.

5.2地震の影評価

52.1機器・配管系

【審査における確認事項】

(1)機器・配管系は、一般産業施設や公衆施設と同

等の静的地震力に対して、必要な機能が維持されるこ

と.

(2)機器・配管系に作用する地力と地震力以外の

荷重を適切に組み合わせていること.

(3)機器・配管系の耐設計において、安全上適切

と認められる規格等に基づき許容限界を設定している

こと。

(4)機器・配管系の静的解析において、設置方法に

応じて適切な解析モデル及び解析手法を用いているこ

と.

(5)機器・配管系の耐震性評価については、地層

せん弾力係数に基づく水平震度から求めた静的地震力

と地力以外の荷重を組み合わせ、その結果得られる

応力等が上記(3)に示す許容限界を超えてぃないこ

と。

原子力発電所敷地内での送・貯蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイド

【確認内容】

(1)周辺施設である機器・配管系、貯蔵建屋等及び基礎は、特段の機能を要求することがなけれぱ一般産業施設や公衆施設と同等の安全性が要求

される施設として分類され、一般産業施設や公衆施設と同等の耐震性を有していること。また、具体的な評価内容は「52地震の影響評価を参考

にしていること.

(2)支持部、架台及びそれらの基礎の支持性能を期待する場合等は、第6項地力に対して機能が維持される設計がなされていること。

【確認、内容】

(1)機器・配管系にっいては、JEAG4601に規定される静的地震力に対する評価手法を参考にし、別記2第4条第4項第2号②の規定(Cクラス

に属する施設に適用されるものに限る.)による静的地力に対し、おおむね弾性状態に留まる範囲で耐えること。

原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイドに対する型式証明での確認事項と設置許可時の確認事項の整理(6/フ)

MSF、24P型型式証明での審査範囲

説明事項

(2)荷重及び荷重の組合せの考え方が、以下を踏まえ妥当であること.

1)地震力以外の荷重

機器・配管系に作用する地震力以外の荷重は、安全上適切と認められる規格等に基づいて、貯蔵時に想定される荷重を考慮していること.

2)荷重の組合せ

機器・配管系について、一般産業施設や公衆施設と同等の静的地震力に対する耐性評価を行う際、正AG4601等の安全上適切と認められる規格等

を参考に、兼用キャスクの設置方法を踏まえ、機器・配管系に作用する地震力と地震力以外の荷重を組み合わせていること。

52.2貯蔵建屋等

【審査における確認事項】

貯蔵建屋等を設置する場合は、貯蔵建屋等は、一般産

業施設や公衆施設と同等の耐震性を有すること。

523基礎

【審査における確認事項】

基礎は、一般産業施設や公衆施設と同等の耐震性を有

すること。

(3)機器・配管系の静的地震力に対する許容限界については、JEAG4601又は既往の研究等を参考に設定していること。

(4)機器・配管系の静的解析に用いる解析モデル及び解析手法は、正AG4601の規定を参考に設定してぃること。また、機器・配管系の静的解析

モデルへの入力地震力は、これらの施設の設置位貿における、設置許可基準規則別記2第4条第4項第2号②の規定(Cクラスに属する施設に適用

されるものに限る。)による静的地力を用いていること。

(5)機器・配管系の耐震性評価においては、上記(4)による静的地震力とそれ以外の荷重を組み合わせ、これらの施設に生ずる応力等を

ること.また、当該応力等が上記(3)に示す許容限界を超えていないこと.

【確認内容】

貯蔵建屋等は、設置許可基塗規則別記2第4条第4項第2号1の規定(Cクラスに属する施設に適用されるものに限る。)による静的地震力に対

し、おおむね弾性状態に留まる範囲で耐えること。あわせて、一般産業施設や公衆施設と同様に、建築基準法に適合するもの又はこれと同等の耐震

設計がなされていること。

【確認内容】

(1)基礎は、設置許可基準規則別記2第4条第4項第2号①の規定(Cクラスに属する施設に適用されるものに限る。)による静的地震力に対

し、おぉむね弾性状態に留まる範囲で耐えるとともに安定性を確保していること.

(2)基礎の設計における荷重や許容限界、解析手法等の設定においては、基礎の構造形式や設置状況を踏まえ、必要に応じて、「基礎地盤及び周

辺斜面の安定性評価に係る密査ガイド」、「基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を参考にして

いること.

(3)基礎の安定性にっいては、基礎が設置される地盤の変形に伴う傾斜等に対して、兼用キャスクの安全機能が維持されるために必要な状態を確

保していること。確認に当たっては、「6.地盤及び周辺斜面の安定性評価」を参考にしていること。

横置き縦置き①縦置き②

(型式証明申の範囲外)

(型式証明申劫の範囲外)

(型式証明申請の範囲外)

(型式証明申請の範囲外)

定してい

(型式証明申請の範囲外)

設置許可時の審査・確認那項

(型式証明申請の範囲外)

(周辺施設が一般産業施設や公衆施設と

同等の耐性を有していること.)

(型式証明申の範囲外)

対魚

条文

(型式証明申請の範囲外)

(型式証明申の範囲外)

(その他周辺施設の耐震性評価における

荷重条件、許容限界、解析手法、評価方

法が妥当であること。)

(4条)

(4条)

(4条)

(4条)

(貯蔵建屋等が般産業施設や公衆施設

と同等の耐震性を有すること.)

(4条)

(基礎は、一般産業施設や公衆施設と同

等の耐震性を有すること.)

(4条)

(4条)

(4条)



6.及ひ周辺.面の 評

6.1安定性評価の基本方針

【審査における確認事項】

地盤及び周辺斜面は、地震力に対してモれぞれ必要な

状態を維持していること。

(3条)

原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用乾式キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイド

【確認内容】

(1)兼用キャスクを設置する地盤については、以下のとおりとしていること。(別表参照)

1)地盤の十分な支持を想定しない方法により設置する場合

①衝突に対して安全機能を損なわないことの確認を要しない場合(別表、D

兼用キャスクを輸送荷姿その他の兼用キャスクを基礎等に固定せず、かつ、緩衝体の装着等により兼用キャスク蓋部が金属部へ衝突しない方法によ

り設置する場合は、当該衝突に対してその安全機能が損なわれないものとし、その確認を要しない(地盤の安定性評価は不要)。

②安全機能を損なわないことの確認を要する場合(別表、2)

次のいずれかにより確認すること.

3.兼用キャスク蓋部の金属部への衝突評価を行う(地盤の安定性評価は不要)。また、評価に当たっては「4.3.1地震に対する設計方針を参考に

すること.

b.地盤の沈下や基礎の傾斜等の評価を行う(地盤の安定性評価が必要)。

2)地盤の十分な支持を想定する方法により設置する場合(別表、3)

地盤の評価は「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に係る審査ガイド」及び「62安定性評価を参考にすること。また、設置許可基準規則第3条

第2項の変形及び第3項の変位に対して兼用キャスクの安全機能が維持されることを確認するために必要な評価を行うこと.

原子力発電所敷地内での輸送・貯蔵兼用キャスクによる使用済燃料の貯蔵に関する審査ガイドに対する型式証明での確認事項と設置許可時の確認、事項の整理(フ/フ)

6.2 安定性評価

【審査における確認事項】

「6.1安定性評価の基本方針」を踏まえ、安定性評価

を行う場合は、地震力と地震力以外の荷重を組み合わ

せ、その結果得られるすぺり等が、許容限界を満足す

ること。

(2)兼用キャスクの周辺斜面については、以下のとおりとしていること。

①兼用キャスクの設貿位置を斜面から齡隔すること.

②斜面から碓隅しない場合は、「基礎地盤及び周辺斜面の安定性評価に係る審査ガイト及び「62安定性評価」を参考に、基準地動による地震

力に対する安定性評価を行い、安定性評価の結果当該斜面の崩壊やすぺりが兼用キャスクの安全機能に影を及ぽすおそれがある場合は、排土工等

の対策を、ずること。

(3)周辺施設が設置されている地盤は、設置許可基準規則解釈別記2第4条第4項第2号①の規定(Cクラスに属する施設に適用されるものに限

る.)による地震力に対して十分な支持力を有すること.

【確認内容1

(1)基準地震動による地力を用いた地震応答解析による応答値に対し、以下の照査が行われていること。

①地盤の安定性にっいては、基準地震動による地震力に対する地盤のすぺり並びに基礎の支持力及び傾斜に閧して、許容限界を満足すること.

②周辺斜面の安定性については、基凖地震による地震力に対するすべりに関して、許容限界を満足すること。

(2)地盤の沈下や基礎の傾斜等の地盤の変状に対する兼用キャスクの安全機能の維持に係る評価に当たっては、地盤の変状の評価が可能な解析手

法を適用し、この応答値が兼用キャスクの安全機能の維持のために必要な沈下や傾斜等の許容限界に対して十分な余裕を有していること。ここで、

兼用キャスクの仕様や固定方法等から許容限界が設定される場合は、設置(変更)許可における値を目安値として検討し、仕様が明らかになる工事

計画認可に係る審査において詳細を確認すること。

(3)キャスク周辺地盤の不等沈下や地表面の不陸等による変状や地殻変動による地盤の変形の評価に当たっては、「基礎地盤及び周辺斜面の安定

性評価に係る密査ガイド」を参考にしていること.また、キャスク設置地盤における断層等による変位については、安全上適切と認められる規格等

ι一基づき、適切な手法及び条件等を用いた検討により変位量等の評価が行われ、この変位に対して兼用キャスクの安全機能が維持されること。

縦置き①縦置き②

MSF・24P型型式証明での審査範囲

説明事項

MSF・24P型は、地盤の+分に支持されなくてもその安全機能が損なわれない蓋部の金属部への

衝突が生じない設置方法(横置き及び縦置き①)により貯蔵する設計とする(左記①に該当).

基礎等に固定する設置方法(縦置き②)により貯蔵する場合は、基準地震動による地震力が作

用した場合においても貯蔵施設を十分に支持することができる地盤に設置する。

0

(型式証明申請の範囲外)

(型式証明申請の範囲外)

設置許可時の審査・確認事項

(型式証明申の範囲外)

対象

久文

地盤の安定性評価を実施し、「基礎地

盤及び周辺斜面の安定性評価に係る審査

ガイド」に適合する設計であること.

3条・ 4条

(兼用キャスクの設位置を周辺斜面か

らの雄隔すること、離隔しない場合にお

いては安定性評価を行い、キャスクの安

全機能に影響を及ぼすおそれがある場合

には対策を講じていること。)

3条・ 4条

(周辺施設が設置されている地盤の地震

力に対する十分な支持を有すること。)

(4条)

(地盤の安定性評価を行う場合は、地震

力と地震力以外の荷重を組み合わせ、そ

の結果得られるすべり等が、許容限界を

満足すること。)

(4条)
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